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「過重労働解消キャンペーン」を実施！

 

◆「過重労働解消キャンペーン」とは？ 

長時間労働対策の強化が喫緊の課題となっている

中、厚生労働省では「過労死等防止啓発月間」の一環

として「過重労働解消キャンペーン」を 11 月に実施し、

長時間労働の削減等の過重労働解消に向けた取組みを

推進するため、使用者団体・労働組合への協力要請、

リーフレットの配布などによる周知・啓発等の取組み

を集中的に行うそうです。 

実施期間は 11 月 1 日～30 日となっています。 

 

◆主な実施内容 

（１）労使の主体的な取組の促進 

使用者団体や労働組合に対し、長時間労働削減に向

けた取組みに関する周知・啓発等について、厚生労働

大臣名による協力要請が行われ、労使の主体的な取組

みが促されます。また、都道府県労働局においても同

様の取組みが行われます。 

（２）労働局長によるベストプラクティス企業への職

場訪問 

都道府県労働局長が長時間労働削減に向けた積極的

な取組みを行っている「ベストプラクティス企業」を

訪問し、取組事例をホームページなどで地域に紹介し

ます。 

（３）過重労働が行われている事業場などへの重点監

督 

＜監督の対象となる事業場等＞ 

・長時間にわたる過重な労働による過労死等に係る労

災請求が行われた事業場等 

・労働基準監督署およびハローワークに寄せられた相

談等から、離職率が極端に高いなど若者の「使い捨て」

が疑われる企業等 

＜重点的に確認される事項＞ 

・時間外・休日労働が「時間外・休日労働に関する協定

届」（いわゆる 36 協定）の範囲内であるか（法違反が

認められた場合は是正指導） 

・賃金不払残業が行われていないか（法違反が認められ

た場合は是正指導） 

・不適切な労働時間管理については、労働時間を適正に

把握するよう指導 

・長時間労働者に対しては、医師による面接指導等、健

康確保措置が確実に講じられるよう指導 

＜書類送検＞ 

・重大・悪質な違反が確認された場合は、送検、公表 

（４）電話相談の実施 

都道府県労働局の担当者による、フリーダイヤルでの

相談、助言、指導が行われます。 

（５）キャンペーンの趣旨などについて周知・啓発 

（６）過重労働解消のためのセミナー開催 

全国で合計 66 回、「過重労働解消のためのセミナー」が

開催されます 
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「勤務条件制度等調査」の休暇制度状況 

 

◆休暇等関する基礎資料 

「民間企業の勤務条件制度等調査」は、人事院が、国家

公務員の勤務条件等を検討するにあたっての基礎資料を

得ることを目的として、民間企業の労働時間、休業・休

暇、福利厚生および災害補償法定外給付等の諸制度を調

査するものです。 

今回は、平成 29 年 9 月 28 日に公表された平成 28 年

分の調査結果から、休暇制度に関するものを見てみまし
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１２月の主な税務と労働の手続き続 

 

 

ょう。なお、常勤従業員数 50 人以上の全国の 7,355 社

分の調査結果から、休暇制度に関するものを見てみまし

ょう。なお、常勤従業員数 50 人以上の全国の 7,355 社

を対象を対象として行われました。 

 

◆失効年次有給休暇の積立制度 

失効した年次有給休暇を積み立てて使用することが

できる制度がある企業は、正社員に関して制度がある企

業で平均 29.6％となっています。規模別では、従業員

500 人以上の企業では 54.6％、100 人以上 500 人未満

では 31.0％、50 人以上 100 人未満では 19.2 です。 

一方、有期雇用従業員（労働時間が正社員の 4 分の 3

を超える従業員。以下同様）に関して制度がある企業で

平均 12.1％となっており、正社員に対するものと比較

して導入率は低くなっています。 

また、正社員に失効した年次有給休暇を積み立てて使

用することのできる制度がある企業の中で、積立年休に

使用事由の制限がある企業は 74.9％となっています。

こちらは、規模の大きい企業ほど制限のある場合が多

く、500 人以上規模では 91.8％、50 人以上 100 人未満

では 55.9％です。制限事由別の割合（平均）としては、

私傷病（96.4％）、介護（58.3％）、看護（46.2）、その

他（39.7）などで、だいたいどの企業規模でも制限事由

の設定については、同じような割合となっています。 

 

◆有期雇用従業員の年次有給休暇以外の休暇 

年次有給休暇および失効年次有給休暇の積立制度の

制度とは別に、有期雇用従業員に対する休暇制度につい

ても調査されており、次のようになっています（平均

値）。 

・私傷病休暇がある企業…21.1％ 

・夏季休暇がある企業…31.9％ 

・結婚休暇がある企業…57.1％ 

・有給の子の看護休暇がある企業…19.8％ 

・有給の介護休暇がある企業…18.3％ 

 

 

インフルエンザ、今年は早めに対策を！

 

◆早くも流行の兆し 

今冬は寒さが厳しくなると言われる中、例年は 12 月か

 

社会保険・労働保険手続き・就業規則・賃金退職金改定

ら始まるインフルエンザの流行が、今年はすでに 10 月

上旬から意識され始めています。 

インフルエンザで会社を休む従業員が続出して困った

…という経験を持つ企業は少なくありません。納期を守

れず顧客に迷惑をかけてしまったり、営業活動に支障が

出て業績が落ちてしまったりするなど、深刻な問題とな

ることもあります。 

インフルエンザはいったん流行すると爆発的に広がる

ため、流行前からの注意が必要です。 

 

◆早めに対策を講じることが重要 

流行期が例年よりも早いため、今年は特に、早めの予

防対策の徹底など注意が必要なシーズンだと言えます。

予防方法として最も有効で効果が高いのは、インフル

エンザワクチンの接種です。しかし、通常、接種の効果

が現れるまでには約 2 週間かかります（その後は、約 5

カ月程度は効果が持続します）。 

本格的な流行が始まる前に予防接種を受けておくよ

う、アナウンスすることが望ましいでしょう。 

 

◆職場でできる予防方法 

空気が乾燥すると、気道粘膜の防御機能が低下し、イ

ンフルエンザにかかりやすくなると言われています。加

湿器などを使って職場を湿度 50～60％に保つことも効

果的です。 

また、ウイルスは「手」を介して体内に侵入すること

が多いため、これを遮断するために、手洗いを正しい手

順で行うほか、アルコール手指消毒剤を活用することも

有効です。職場にアルコール手指消毒剤を備えておけば、

それだけでも予防対策の効果は上がります。 

なお、インフルエンザの流行動向は、国立感染症研究

所のホームページなどでチェックできますので、随時チ

ェックしておきましょう。 

 

10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出 

○ 労働保険一括有期事業開始届の提出 

30 日 

○ 健保・厚年保険料の納付 

〇外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者でない場合） 

 

助成金申請・人事労務相談・給与計算・介護派遣業申請 

１１月の主な税務と労働の手続き 


